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社 名 東海リース株式会社（TOKAI LEASE CO., LTD.) 

本 店 所 在 地 大阪市北区天神橋２丁目北２番６号 

設 立 年 月 日 1968年５月20日 

資 本 金 8,032,668,950円 

発行済株式総数 3,494,322株 

従 業 員 数 558名（うち当社371名） 

事 業 内 容 仮設建物の賃貸業。仮設建物の製作並びに販売。

仮設建物の建築業。仮設建物の設計、監理。 

什器備品の賃貸業並びに販売。 

  

 

会社の概要（2019年３月31日現在) 
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株主の皆様へ 
 

 当社第51期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の「事業のお知らせ｣ を

お届けするにあたりまして、株主各位の日頃のご厚情に対し、心から御礼申しあげ

ます。 

 当連結会計年度の売上高は14,673百万円（前年同期比1.9％減)、損益面につきま

しては、営業利益は292百万円（前年同期比34.5％減)、経常利益は324百万円（前年

同期比30.0％減)、親会社株主に帰属する当期純利益は165百万円（前年同期比

41.5％減）となりました。 

 また、期末配当金につきましては、企業体質の強化と将来の事業展開を勘案しつ

つも、株主の皆様のご期待にお応えするよう、１株につき30円とさせていただきま

した。 

 今後の経済の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善傾向を背景に、景気

は緩やかな回復を持続することが予想されますが、消費税の増税が予定されており、

米中の貿易摩擦による世界景気の減速や英国のEU離脱問題など、予断を許さない状

況が続くものと思われます。 

  

 このような状況のなか、当社グループといたしまし

ては、需要拡大に向けて更なる仮設建物の質・量の向

上、コスト抑制を図ることにより業績の向上を図って

まいります。 

 株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご

支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。 

 

 

  2019年６月 

代表取締役社長 塚 本 博 亮 
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事 業 報 告 

(自 2018年４月１日 
至 2019年３月31日 ) 

 

 企業集団の現況に関する事項  
 

 (１) 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業活動が自然災害による影響から持

ち直し、雇用・所得環境の改善傾向は継続し、景気としては緩やかな回復基調と

なりました。しかしながら、海外においては米中の貿易摩擦による世界景気の減

速がわが国の景気にも影響を与えつつあり、先行きが不透明な状況となっていま

す。 

仮設建物リース業界におきましては、設備投資の下支えもあり堅調に推移して

おります。しかしながら、建設業界全体における労働者不足が依然として続き、

また、官公庁受注工事をはじめ契約単価に下落傾向が続くなど、予断を許さない

状況にあります。 

このような状況のなか、当社グループは、より一層のお得意先様満足を獲得す

べく、仮設建物の質・量の向上に 努めるとともに、従来、外注業者にて施工して

いた基礎工事に替えて弊社独自にシステム開発した基礎を投入し、原価の低減と

工期の短縮の推進を図っています。しかしながら、民間需要市場において受注競

争がさらに激化し、民間受注売上が前年同期と比較して5.0％減少しました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は14,673百万円（前年同期比1.9％減）と

なりました。損益面につきましては、原価及び経費の低減に取り組みましたが、

リース用資産減価償却費を含む原価率が前年同期より上昇し、営業利益は292百万

円（前年同期比34.5％減)、経常利益は324百万円（前年同期比30.0％減)、特別利

益に2015年４月に宮城県名取市で発生した労災事故に伴う訴訟損失引当金戻入額

34百万円、仙台配送センター移転のための土地取得に伴う補助金収入10百万円な

ど、特別損失にリース用資産除却損25百万円、固定資産圧縮損10百万円など、そ

して法人税等163百万円を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は165

百万円（前年同期比41.5％減）となりました。 

 

なお、部門別の収益の内訳は以下のとおりであります。 
 

区   分 金   額 構 成 比 前年同期比 

仮 設 建 物 部 門 8,906 
百万円 

60.7 
％ 

95.7 
％ 

什 器 備 品 部 門 3,010 
 

20.5 
 

96.9 
 

ユ ニ ッ ト ハ ウ ス 部 門 2,755 
 

18.8 
 

108.4 
 

計 14,673 
 

100.0 
 

98.1 
 

 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 (２) 対処すべき課題 

次期の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善傾向を背景に、景気は緩

やかな回復を持続することが予想されますが、消費税の増税が予定されており、

米中の貿易摩擦による世界景気の減速や英国のEU離脱問題など、予断を許さない

状況が続くものと思われます。このような状況のなか、当社グループといたしま

しては、需要拡大に向けて更なる仮設建物の質・量の向上、コスト抑制を図るこ

とにより業績の向上を図ってまいります。 

株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご支援、ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。 

 

 (３) 資金調達等についての状況 

 ① 資金調達 

当連結会計年度において増資または社債発行による資金調達は行っておりま

せん。 

 ② 設備投資 

当連結会計年度の設備投資の総額は2,358百万円であり、その主なものは次の

とおりであります。 

なお、当該設備投資に係る資金は自己資金によっております。 

    リース用資産 （日本国内） 1,796百万円 

       〃    （中  国） 2百万円 
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 (４) 財産及び損益の状況の推移 

 ① 企業集団の財産及び損益の状況の推移 
 

期 別 
 

区 分 

第48期  

(自 2015年４月１日  
至 2016年３月31日 ) 

 

第49期  

(自 2016年４月１日  
至 2017年３月31日 ) 

 

第50期  

( 自 2017年４月１日  
至 2018年３月31日 ) 

 

第51期(当期)  

( 自 2018年４月１日  
至 2019年３月31日 ) 

 

売 上 高 （千円) 13,831,315 14,222,947 14,958,903 14,673,053 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

（千円) 460,794 155,178 283,397 165,773 

１株当たり当期純利益 132円49銭 44円62銭 81円51銭 47円69銭 

総 資 産 （千円) 30,723,803 31,552,564 33,820,203 34,605,000 

純 資 産 （千円) 15,903,488 15,583,217 15,704,055 15,391,762 

１株当たり純資産額 4,425円17銭 4,335円73銭 4,373円44銭 4,287円21銭 

 
(注) 1. 当連結会計年度の状況につきましては、前記「(1) 事業の経過及びその成果」に記

載のとおりであります。 
2. 記載金額（１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を除く）は、千円未満を

切り捨てて表示しております。 
3. 当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施して

おります。これに伴い、第48期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当
たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。 
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 ② 当社の財産及び損益の状況の推移 
 

期 別 
 

区 分 

第48期  

(自 2015年４月１日  
至 2016年３月31日 ) 

 

第49期  

(自 2016年４月１日  
至 2017年３月31日 ) 

 

第50期  

( 自 2017年４月１日  
至 2018年３月31日 ) 

 

第51期(当期)  

( 自 2018年４月１日  
至 2019年３月31日 ) 

 

売 上 高 （千円) 13,468,437 13,995,155 14,709,261 14,515,889 

当期純利益 （千円) 435,101 143,018 228,465 114,494 

１株当たり当期純利益 125円11銭 41円12銭 65円71銭 32円94銭 

総 資 産 （千円) 28,602,596 29,566,399 31,447,269 32,234,689 

純 資 産 （千円) 14,286,868 14,125,536 14,080,736 13,868,086 

１株当たり純資産額 4,108円02銭 4,062円00銭 4,050円38銭 3,989円62銭 

 
(注) 1. 記載金額（１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を除く）は、千円未満を

切り捨てて表示しております。 
2. 当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施して

おります。これに伴い、第48期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当
たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。 
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 (５) 主要な事業内容（2019年３月31日現在） 

当企業集団は、仮設建物のリース業を主要業務とし、仮設建物の製造から建築

施工、運送、解体、格納、補修に至る一貫の業務を直営しております。また、こ

れに附帯する業務として什器備品等のリース業と仮設建物の販売ならびに建築を

行っております。 

 

 (６) 主要拠点等（2019年３月31日現在） 

当 社 本 社  大阪府大阪市 

 

国内販売拠点 

仙 台 支 店 千 葉 支 店 東 京 支 店 東京第二支店

横 浜 支 店 名 古 屋 支 店 大 阪 支 店 神 戸 支 店

岡 山 支 店 広 島 支 店 高 松 支 店 福 岡 支 店

盛 岡 営 業 所 福 島 営 業 所 水 戸 営 業 所 静 岡 営 業 所

富 山 営 業 所 金 沢 営 業 所 福 井 営 業 所 京 滋 営 業 所

姫 路 営 業 所 和歌山営業所 山 口 営 業 所 徳 島 営 業 所

松 山 営 業 所 高 知 営 業 所 大 分 営 業 所  

 
国内生産拠点 

枚方配送センター 柏原配送センター 関 東 総 合 工 場

横浜配送センター 名古屋配送センター 北陸配送センター

兵庫配送センター 岡山配送センター 広島配送センター

福岡配送センター 仙台配送センター 高松配送センター

松山配送センター 日本キャビネット㈱ (大阪府枚方市) 

東海ハウス㈱ (香川県綾歌郡綾川町) 
 

海外生産・販売拠点 

榕東活動房股份有限公司 (福州市) 廊坊榕東活動房有限公司 (廊坊市) 

 
(注）海外拠点はいずれも中華人民共和国所在であります。 

 
 (７) 使用人の状況（2019年３月31日現在） 
 ① 企業集団の状況 

使用人数   558名（前連結会計年度末比０名） 
 

 ② 当社の状況 
 

使 用 人 数 前期末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数 

371名 ４名増 42.0才 15.1年 
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 (８) 重要な親会社及び子会社の状況 
 ① 親会社との関係 

該当事項はありません。 
 

 ② 重要な子会社の状況 
 

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容 

日本キャビネット株式会社 20,000 千円 94.5 
％ 

什器備品リース・販売業 

東 海 ハ ウ ス 株 式 会 社 40,000 千円 62.5  仮 設 建 物 製 造 業 

榕東活動房股份有限公司 109,523 千元 85.0  仮設建物製造・販売・リース業 

廊坊榕東活動房有限公司 35,000 千元 
100.0 
(75.0 

 
) 

仮設建物製造・販売・リース業 

 
(注) 出資比率の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

 
 ③ 企業結合の成果 

当社の連結子会社は、上記の重要な子会社の状況に記載の４社であり、連結
決算による売上高は14,673百万円（前年同期比1.9％減)、経常利益は324百万
円（前年同期比30.0％減)、親会社株主に帰属する当期純利益は165百万円 
(前年同期比41.5％減) となりました。 

 
 ④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況 

当連結会計年度末日において、特定完全子会社はありません。 
 

 株式に関する事項（2019年３月31日現在)  
 

 (１) 発行可能株式総数 8,000,000株 
 (２) 発行済株式の総数 3,494,322株 （うち自己株式18,283株)
 (３) 当期末株主数 5,797名 
 (４) 大  株  主 

 
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

株 ％ 

塚 本 博 亮 224,986 6.47 

株 式 会 社 オ ー ガ ス ト ・ エ イ ト 211,400 6.08 

塚  本  四 女 子 126,503 3.64 

塚 本 幸 司 97,273 2.80 

デ イ エ フ エ イ  イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル  
スモールキャップバリュー ポートフォリオ 

61,799 1.78 

小 野 好 昭 39,700 1.14 

塚 本 貴 文 36,600 1.05 

土  居  治 代 司 35,070 1.01 

岡 崎  衛 31,300 0.90 

石 川 誠 也 31,000 0.89 

 
(注) 持株比率は発行済株式総数から自己株式を控除した株式数を分母に用いて算出してお

ります。 
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 当社の会社役員に関する事項  
 

 (１) 取締役及び監査役の氏名等（2019年３月31日現在） 
 

地    位 氏     名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 塚 本 博 亮  

常 務 取 締 役 堀  浩 文 営業販売本部長 

常 務 取 締 役 柴 田 好 治 生産配送本部長 

取 締 役 眞 榮 田    武 
東海ハウス株式会社 
代表取締役社長 

取 締 役 筌 場 順 司 第一生産配送部長 

取 締 役 大 西 泰 史 総務部長 

取 締 役 福 島 一 成 第二生産配送部長 

取 締 役 松 井  巧  

取 締 役 安  田  金 四 郎 第四営業販売部長 

取 締 役 山 本  憲 東北営業販売部長 

常 勤 監 査 役 田 伐  勝  

常 勤 監 査 役 藤 原  昇  

監 査 役 櫻 井 信 之  

監 査 役 西 野  但  

 
 (注) 1. 取締役 松井 巧氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

    2. 監査役 櫻井信之氏及び西野 但氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で

あります。 

    3. 取締役 松井 巧氏及び監査役 西野 但氏は、東京証券取引所が指定を義務づけ

る一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。 

    4. 常勤監査役 藤原 昇氏は17年間当社の経理業務を担当しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。 

    5. 監査役 櫻井信之氏及び西野 但氏は税理士資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。 
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 (２) 取締役及び監査役の報酬等の額 
 

区    分 支 給 人 員 支  給  額 

取 締 役 10名 108,520千円 

監 査 役 ４名 22,680千円 

計 14名 131,200千円 

 
(注) 1. 上記のほか使用人兼務役員の使用人給与（賞与を含む）相当額45,880千円を支給し

ております。 

2. 上記のうち、社外取締役１名に対する支給額は、3,240千円であり、社外監査役２

名に対する支給額は、6,480千円であります。 

3. 上記支給額には、役員賞与引当金繰入額12,000千円及び役員退職慰労引当金繰入額

12,800千円が含まれております。 

 

 (３) 社外役員に関する事項 

 ① 他の法人等の業務執行者、社外役員等の兼務の状況 

該当事項はありません。 

 ② 当該事業年度における主な活動の状況 
 

区  分 氏  名 主な活動状況 

社外取締役 松 井   巧 

当事業年度開催の取締役会には、19回中19回に出席

し、議案審議等につき、経営陣から独立した客観的な

立場で必要な発言を行っております。 

社外監査役 櫻 井 信 之 

当事業年度開催の取締役会には、19回中19回に出席

し、疑問点等を明らかにするため適宜質問し、意見を

述べております。また、当事業年度開催の監査役会に

は、12回中12回に出席し、監査結果についての意見交

換、監査に関する重要事項の協議を行っております。 

社外監査役 西 野   但 

当事業年度開催の取締役会には、19回中19回に出席

し、疑問点等を明らかにするため適宜質問し、意見を

述べております。また、当事業年度開催の監査役会に

は、12回中12回に出席し、監査結果についての意見交

換、監査に関する重要事項の協議を行っております。 
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 連結貸借対照表（2019年３月31日現在)  
 

（単位 千円) 
 

科 目 金 額  科 目 金 額 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

電 子 記 録 債 権 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

リ ー ス 用 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

そ の 他 

 
 

16,774,450 

1,538,389 

12,941,859 

544,155 

134,487 

70,357 

289,278 

920,910 

388,670 

△ 53,657 

17,830,550 

17,161,061 

9,032,679 

2,234,829 

337,825 

5,249,535 

135,218 

170,973 

202,974 

466,513 

145,018 

321,495 

 

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

電 子 記 録 債 務 

短 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

前 受 リ ー ス 収 益 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

設備関係支払手形 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

役員退職慰労引当金 

そ の 他 

 
 

14,060,007 

1,812,748 

1,612,518 

4,999,993 

44,484 

36,748 

4,179,112 

207,968 

20,120 

37,037 

1,109,275 

5,153,231 

4,533,079 

90,734 

50,200 

108,200 

371,018 

 負 債 合 計 19,213,238 

 

 
(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

退職給付に係る調整累計額 

非支配株主持分 

 
 

14,725,966 

8,032,668 

5,664,939 

1,062,405 

△ 34,047 

176,543 

32,686 

101,321 

42,535 

489,251 

 純 資 産 合 計 15,391,762 

資 産 合 計 34,605,000  負 債 ・ 純 資 産 合 計 34,605,000 

 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 連結損益計算書（2018年４月１日～2019年３月31日)  

 
（単位 千円) 

 
科             目 金           額 

売 上 高  14,673,053 

売 上 原 価  12,245,335 

売 上 総 利 益  2,427,717 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,134,719 

営 業 利 益  292,998 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 45,709  

受 取 配 当 金 4,385  

為 替 差 益 7,378  

受 取 賃 貸 料 5,188  

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 25,961  

そ の 他 23,401 112,026 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 45,012  

支 払 手 数 料 32,343  

そ の 他 2,785 80,141 

経 常 利 益  324,883 

特 別 利 益   

訴 訟 損 失 引 当 金 戻 入 額 34,200  

補 助 金 収 入 10,000 44,200 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 29,544  

固 定 資 産 売 却 損 173  

固 定 資 産 圧 縮 損 10,000 39,718 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  329,365 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 80,500  

法 人 税 等 調 整 額 78,185 158,685 

当 期 純 利 益  170,680 

非支配株主に帰属する当期純利益  4,906 

親会社株主に帰属する当期純利益  165,773 
 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 連結株主資本等変動計算書（2018年４月１日～2019年３月31日)  
 

（単位 千円) 
 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 8,032,668 5,664,939 1,209,500 △33,337 14,873,771 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当   △312,869  △312,869 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

  165,773  165,773 

自己株式の取得    △709 △709 

株主資本以外の項目の 
当期変動額 (純額 ) 

     

当 期 変 動 額 合 計   △147,095 △709 △147,804 

当 期 末 残 高 8,032,668 5,664,939 1,062,405 △34,047 14,725,966 

 
（単位 千円) 

 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 
非支配 

株主持分 
純資産合計 その他有価証券 

評 価 差 額 金 
為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括 
利益累計額合計 

当 期 首 残 高 46,526 229,413 54,120 330,060 500,223 15,704,055 

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当      △312,869 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

     165,773 

自己株式の取得      △709 

株主資本以外の項目の 
当期変動額 (純額 ) 

△13,840 △128,091 △11,585 △153,517 △10,971 △164,489 

当 期 変 動 額 合 計 △13,840 △128,091 △11,585 △153,517 △10,971 △312,293 

当 期 末 残 高 32,686 101,321 42,535 176,543 489,251 15,391,762 
 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 貸借対照表（2019年３月31日現在)  
 

（単位 千円) 
 

科 目 金 額  科 目 金 額 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

電 子 記 録 債 権 

売 掛 金 

原材料及び貯蔵品 

未 成 工 事 支 出 金 

未 収 金 

前 払 費 用 

前 払 リ ー ス 料 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

リ ー ス 用 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

関 係 会 社 出 資 金 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

前 払 年 金 費 用 

 
 

15,288,476 

1,062,041 

378,611 

544,155 

12,427,889 

130,905 

23,920 

74,955 

68,319 

536,229 

48,647 

△ 7,200 

16,946,213 

14,396,430 

8,518,947 

1,436,977 

104,894 

38,429 

180 

23,214 

4,048,040 

111,880 

113,866 

32,281 

30,650 

1,631 

2,517,501 

140,862 

2,036,449 

500 

114,340 

49,016 

148,056 

28,275 

 

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

電 子 記 録 債 務 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

１年内返済予定の長期借入金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

前 受 リ ー ス 収 益 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

営業外電子記録債務 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

役員退職慰労引当金 

そ の 他 

 
 

13,573,122 

22,233 

1,773,091 

1,482,918 

2,812,000 

2,079,872 

37,524 

178,585 

72,340 

21,257 

25,718 

22,725 

397,640 

4,145,855 

156,300 

12,000 

112,462 

220,597 

4,793,480 

4,272,775 

74,356 

76,300 

370,049 

 負 債 合 計 18,366,603 

 

 
(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 
 

13,835,879 

8,032,668 

5,637,764 

2,828,787 

2,808,977 

199,493 

199,493 

199,493 

△ 34,047 

32,206 

32,206 

 純 資 産 合 計 13,868,086 

資 産 合 計 32,234,689  負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,234,689 

 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 損益計算書（2018年４月１日～2019年３月31日)  

 
（単位 千円) 

 
科             目 金           額 

売 上 高   

リ ー ス 売 上 高 12,834,700  

販 売 収 益 1,681,188 14,515,889 

売 上 原 価   

リ ー ス 売 上 原 価 10,795,476  

販 売 原 価 1,586,721 12,382,198 

売 上 総 利 益  2,133,690 

販売費及び一般管理費  1,880,615 

営 業 利 益  253,075 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1  

受 取 配 当 金 4,114  

受 取 賃 貸 料 29,735  

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 25,370  

そ の 他 13,881 73,103 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 43,700  

賃 貸 収 入 原 価 18,246  

支 払 手 数 料 32,343  

そ の 他 2,031 96,322 

経 常 利 益  229,856 

特 別 利 益   

補 助 金 収 入 10,000  

訴 訟 損 失 引 当 金 戻 入 額 34,200 44,200 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 29,562  

固 定 資 産 圧 縮 損 10,000 39,562 

税 引 前 当 期 純 利 益  234,494 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 46,000  

法 人 税 等 調 整 額 74,000 120,000 

当 期 純 利 益  114,494 
 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 株主資本等変動計算書（2018年４月１日～2019年３月31日)  

 
（単位 千円) 

 

 

株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当 期 首 残 高 8,032,668 2,828,787 2,808,977 5,637,764 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当     

当 期 純 利 益     

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の 
当期変動額 (純額 ) 

    

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 

当 期 末 残 高 8,032,668 2,828,787 2,808,977 5,637,764 

 
（単位 千円) 

 

株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 
合  計 

そ の 他 
利益剰余金 利益剰余金 

合   計 繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 397,867 397,867 △33,337 14,034,963 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当 △312,869 △312,869  △312,869 

当 期 純 利 益 114,494 114,494  114,494 

自己株式の取得   △709 △709 

株主資本以外の項目の 
当期変動額 (純額 ) 

    

当 期 変 動 額 合 計 △198,374 △198,374 △709 △199,084 

当 期 末 残 高 199,493 199,493 △34,047 13,835,879 

 
（単位 千円) 

 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

当 期 首 残 高 45,773 45,773 14,080,736 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △312,869 

当 期 純 利 益   114,494 

自己株式の取得   △709 

株主資本以外の項目の 
当期変動額 (純額 ) 

△13,566 △13,566 △13,566 

当 期 変 動 額 合 計 △13,566 △13,566 △212,650 

当 期 末 残 高 32,206 32,206 13,868,086 
 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 メ モ  
  

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで 

  

基 準 日 (1) 定時株主総会・期末配当金 ３月31日 

(2) 中間配当金        ９月30日 

その他必要あるときは、あらかじめ公告して基準日を

定めます。 

  

定 時 株 主 総 会 毎年６月 

  

単 元 株 式 数 100株 

  

株主名簿管理人および

特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 

  

株主名簿管理人

事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  

郵便物ご送付先

電話お問い合せ先

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  0120―782―031 

  

公 告 方 法 当社ホームページに掲載 

URL：http://www.tokai-lease.co.jp/ 

  

上 場 取 引 所 東京証券取引所 市場第二部 

  

会 計 監 査 人 大阪市中央区今橋四丁目１―１ 淀屋橋三井ビルディング 

有限責任監査法人トーマツ 

  
 

 


